別紙様式第１号

認定研修機関認定（変更）申請書
　　年　　月　　日　

　宮崎県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名又は機関名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者又は氏名　　　　　　　　　　　　

　新規就農者育成総合対策のうち就農準備資金・経営開始資金事業及びサポート体制構築事業における研修機関の認定を受けたいので、新規就農者育成総合対策における認定研修機関の認定要領第４の１の規定により、下記書類を添えて（変更）申請します。
　※下線部は変更申請の場合「第５」とする。

記

１　チェックリスト（別紙様式第２号）
２　研修制度の概要（別添１）

３　研修カリキュラム（別添２）

４　研修の実施が位置づけられている書類（定款、規約・設置要領等）

５　研修概要がわかるもの（実施要領、募集要項等）

６　研修生と研修に係る契約を締結する場合は契約書

７　派遣研修を実施する場合は、派遣研修に関する規約、規定、契約書等

８　派遣研修先となる農家については、青色申告書の直近３カ年分の写し
９　認定農業者認定書の写し（派遣研修先がある場合）
別添１

研修制度の概要
１　研修実施機関
	実施機関名
	

	所在地
	

	経営品目
	

	経営耕地面積
	

	労働力
	常時雇用　　　　　人、パート　　　　　人、家族労力　　　人

	研修担当


	部署名
	

	
	責任者名
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


２　研修内容
	研修期間
	 　　　　　月　～　　　　月（　　　か月間）

	研修時間


	 　　　　　時間／日

研修時間：　　時　　分～　　時　　分（うち休憩　　　　分間）

	研修日数
	         　日／週

	研修品目
	

	研修受入人数
	 年間　　　　　人


３　研修講師・指導者（複数名記載可。派遣研修先を含む）
	項目
	所属
	氏名

	栽培管理等の生産技術・知識

	
	

	農業機械・機器・施設の操作方法・整備・安全対策

	
	

	販売・流通・マーケティングの知識、帳簿や財務諸表の作成、労務管理等の農業経営
	
	


４　研修ほ場（派遣研修先を含む）
	所在地
	品目
	面積又は飼育頭数

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


 ※必要に応じて行を追加してください。

５　主な施設・機械（派遣研修先を含む）
	施設・機械名
	型式・規格・性能等
	数量又は台数

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


 ※必要に応じて行を追加してください。

６　研修実績（直近３年分）
	年度
	研修修了人数
	研修終了後１年以内に就農した者の人数

	
	
	

	
	
	

	
	
	


 ※本事業の活用の有無に関わらず該当者がいる場合は記載してください。

７　研修実施状況
	確認欄
	項目

	
	新規就農者育成総合対策実施要綱、及び新規就農者育成総合対策における認定研修機関の認定要領に定められた要件を満たす研修を実施する

	
	研修生が円滑に就農できるよう、関係機関や関係団体等と連携し適切な指導・助言を行うことができる

	
	研修生を労働力として扱わず、教育的視点で研修を実施する

	
	研修生の健康管理、事故防止に十分配慮する

	
	研修生の研修実施状況について適切な評価ができる

	
	新規就農者育成総合対策実施要綱の規定に基づき県や関係機関、研修生が行う手続き等に対する協力が可能である

	
	公序良俗に反する行為を行っていない


 ※該当する項目について、確認欄に○を記入してください。
別添２

研修カリキュラム
	実施月
	技術実習等
	座学等（外部研修含む）
	研修時間

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　※　必要に応じて行を追加してください。

  ※　月毎の習得目標に応じて、栽培管理等の生産技術・知識、農業機械・機器・施設の操作方法・整備・安全対策、販売・流通・マーケティングの知識、帳簿や財務諸表の作成、労務管理等の農業経営の研修内容を具体的に記載してください。
　※　技術実習等だけではなく、座学等（総合的・専門的な知識習得のための取組）も計画し、適切に実施してください。
　※　必要に応じて、外部研修（関係機関等が実施する農業研修等）を活用してください（括弧書きで記載してください）。
別紙様式第３号

認定研修機関の認定について
文　　書　　番　　号　
年　　月　　日　

　（申請機関）　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　　○○　○○
（公印省略）
【認定の場合】

　○○年○○月○○日付けで認定申請（認定変更申請）のあった（申請機関名）を新規就農者育成総合対策のうち就農準備資金・経営開始資金事業及びサポート体制構築事業に規定する研修機関として認定します。

【不認定の場合】

　○○年○○月○○日付けで認定申請（認定変更申請）のあった（申請機関名）を新規就農者育成総合対策のうち就農準備資金・経営開始資金事業及びサポート体制構築事業に規定する研修機関として不認定とします。

【認定取消しの場合】

　（申請機関名）について、新規就農者育成総合対策のうち就農準備資金・経営開始資金事業及びサポート体制構築事業に規定する研修機関の認定を取り消します。

別紙様式第４号

認定研修機関辞退届
令和　　年　　月　　日　

　宮崎県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名又は機関名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者又は氏名　　　　　　　　　　　　

　○○年○○月○○日付け（文書番号）による認定研修機関の認定について、新規就農者育成総合対策における認定研修機関の認定要領に基づき、下記の理由により辞退します。
記
　１　辞退の理由

